
2017 年 4 月 1 日 新聞長野県教組   （毎月５日．１５日．２５日発行） （昭和２７年５月２７日 第三種郵便物認可） 

 

 

 

 

 

 

発 行  

長野市旭町１０９８ 

長野県教職員組合          

障障障教教教部部部情情情報報報   №№№111   
障教部関係者 
全員配布 

号  外 

№ 2017-7 

2017年4月１日 

県 

教 

組 

障 

教 

部 



障害児学級の定員引き下げ
もうマッタなし ８→６

長野県では中学３年まで国の基準を上回る少人数
（３０人規模）学級が実現しました。一方、
障害児学級（特別支援学級）は定員据え置きの
まま、なかには小学１年生から６年生まで
全学年の生徒が在籍している学級もあります。
障害の重い子への配慮も教職員配置の面では
なされていません（市町村独自で行われている
所はあります）。重度化、多様化する障害のあ
る子どもたちの教育的ニーズに対応するために、他県
では定員を６名（国基準は８名）に引き下げている所も
あります。
障害児教育部ではみなさんからの強い願いを受け、
定員の引き下げを県独自で行うよう強く求めています。

小中学校の障害児学級の

定員８名って、どう考えても

　多すぎます！

　どうにかならないのかな？

ぎ
ゅ
う

ぎ
ゅ
う

長野県より財政規模の小さい山形県では、中３までの３０人規模学級編制の完結の後に、障害児学級の定
員を６人に引き下げるという措置を行っています。これは、前の知事の「橋の１本や２本をがまんしても
教育をやろう」という強い信念のもと『教育山形さんさんプラン』という当時の文科省の方針とも違う、
県独自の少人数学級の方針を立て、実現しました。長野県でも同じように中３までの３０人数規模学級が
実現しているのに障害児学級は取り残されている状態です。

教育山形さんさんプランで定員６名に

へ

国の基準では１名でも障害児学級を開設できるのに…

長野県は３人そろわないと開設できない！？
専門的な教育を行うために障害種別の学級設置はとても重要です。しかし、長野県教委は３名そろわないと
障害児学級の設置は認めないというスタンスを取り続けています。障害児教育部では１名でも障害児学級が
開設できるよう強く求めています。一方、組合との交渉の中で、弾力的な運用として、以下の５項目につい
て毎年交渉の場で確認しています。
　
　①学級存続の場合は１名でもOK！
　②閉級２年目までの再開は、１名で学級再開OK！
　③中学校進学時、小学校からの継続で該当の中学校に障害児学級が
　　ない場合、１名で新設OK！
　④次年度必ず１名入級する場合、２名で新設OK！
　⑤山間小規模の場合、１名で新設OK！

ぼくたちの学級がほしいよ…
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中野小（H22）

鍋屋田小（H22）

川中島小（H19）

信濃小（H27）

飯山小（H26）

戸倉小（H25）

上田北小（H20）

和小（H26）

坂の上小（H27）

●

中込小（H25）

田中小（H25）

並柳小（H22・29）

永明小（H27）
箕輪中部小（H20・29）

伊那北小（H26）

松尾小（H20）

赤穂小（H22）

伊賀良小（H26）

福島小（H27）

塩尻西小（H19）

穂高北小（H22）

大町南小（H26）

四賀小（H27）

須坂小（H27）

島内小（H27）

豊丘南小（H27）
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通級指導教室がほしい～！！

佐久穂小

大下条小

麻績小

白馬北小

上田三中

広徳中

開成中

伊那東部中

旭ヶ丘中

（H29)

（H29)

（H29)

（H29)

（H29)

（H29)

（H29)

（H29)

（H29)

（　）設置年度

二重線は複数配置校

全国的に遅れた設置状況になっていた長野県の LD等
通級指導教室ですが、関係者や私たち障害児教育部　
　　　の懸命な訴えにより、２０１７年度４月より、
　　　新たに１１校（小学校６校（内複数配置２校）、
　　　中学校５校）に担当者が配置されることになり
　　　ました。
　　　これで長野県では３９名の通級指導教室担当者
　　　が配置されることになりました。
　　　しかし、全国的に見るとまだまだ足りない状況
　　　です。ここ近年では、通級指導教室が設置され
　　　ていないにもかかわらず、障害児学級在籍者に
　　　対し、「在籍８時間以下の児生は本来通級指導
　　　教室で学ぶべきだから、障害児学級には入級さ
　　　せるな」というような誤った指導が学校長や教
　　　育事務所関係者から行われている事例もあると
　　　報告されています。交渉でもその問題について
　　　扱っています。
障害児教育部では多様な学びの場を保障するという観
点から「必要とするすべての学校に通級指導教室を設
置する」という方針をもって、交渉を行っています。
文科省も全国のそうした声に押され、ついに２０１７
年度当初予算に「通級指導教室担当教員の基礎定数化」
を盛り込み、１０年かけて、児生１３名に対し１名の
配置を整備していくというように方針を転換しまし
た。また高校にもH30年より通級指導教室が設置さ
れていきます。一方で、通級指導教室で知的障害の児
　　　　　　　生も受け入れるようにし、　固定式の
　　　　　　　障害児学級を崩していこうという方向
　　　　　　　性も見え隠れしています。（特別支援
　　　　　　　教室構想）
　　　　　　　今後、長野県としてどんな方針をも　
　　　　　　　ってどのような通級指導教室を設置　
　　　　　　　し、運営していくのか、しっかりと現
　　　　　　　場の声や児生の実態を伝えていくこと
　　　　　　　が重要です。

LD 等通級指導教室設置状況

多様な学びの場を！

ＬＤ等通級指導教室の利用率の推移

 

 

（県教委資料より）

ついに長野県でも中学校への設置が実現！
強い要望の複数配置校も増設！！
文科省は１３名で１教室を定数化！！

（県教委資料をもとに障教部で作成）



コーディネーターの専任配置を！
特別支援教育 もう限界！

県教組障教部アンケートより（２０１６）

　学校内の特別な教育ニーズのある子や地域の子
どもたちの教育相談、発達検査、支援会議などコー
ディネーターの役割は多岐にわたります。また６
割以上の障害児学級の担任がコーディネーターを
兼務しているため、目の前で支援を必要として
いる子どもたちへの教育がままならない深刻な
状態もおこっています。
　特別支援教育の根幹ともいうべき、コーディネー
ターの専任化については、全国的にも強い要望が
あるにも関わらず、国・文科省は、専任配置をし
ようとしていません。
　国に専任化を早急に行うことを求めるとともに、
独自の対応を求めて、県や各市町村へのとりくみ
も大切です。
　また、コーディネーターの職務のほとん
どが勤務時間外にせざるを得ない状況
にあるので、校長に勤務の割り振りを
求めたり、「校務分掌の軽減」や「コ
ーディネーターの複数指名」などを
求めていくことも大切です。

コーディネーターの負担軽減は
図られていますか

48
%

なんの軽減も
図られていない

横浜市では市独自で「児童支援専任教諭」と
して非常勤講師を配置し、半専任化（非常勤
講師 0.5→10時間を配置）を行っています。


